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１ はじめに 

 

 がん検診については、健康増進法（平成 14 年法律第 103 号）第 19 条の２

に基づく健康増進事業として、市町村（特別区を含む。以下同じ。）におい

て実施されているが、がん検診の実施等に関して必要な事項については、

厚生労働省として「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指

針」（健発第 0331058 号平成 20 年 3 月 31 日厚生労働省健康局長通知別添。

以下、単に指針という。）で示してきた。 

 

 これまで、本指針は、「がん検診のあり方に関する検討会」（以下、検討会

という。）での、がんの罹患・死亡の現状や科学的根拠等に基づく議論を経

て、必要な見直しが行われてきた。  

 

 今般、本検討会において、今後のがん検診のあり方について、がん検診の

基本条件や利益・不利益等に立ち返り議論を行ったので、ここに提示す

る。 
 

 なお、職域におけるがん検診については、現在、法令に基づき実施されて

いるものではないが、職域においても科学的根拠に基づくがん検診が実施

されるよう、平成 30 年３月に厚生労働省から発出された「職域におけるが

ん検診に関するマニュアル」を参考にしながら、がん検診を実施する保険

者等も出てきているところである。このような状況も踏まえながら、職域

におけるがん検診の精度管理のあり方等については、今後必要に応じて幅

広く職域の関係者を交えた検討を行っていくこととする。 

 

 

２－１ がん検診の指針の見直しの方向性について 
 

（１） がん検診の利益（メリット）・不利益（デメリット）について 
（現状と課題） 

 がん検診の利益は、第一に検診受診後のがんの早期発見・早期治療による

死亡率減少効果があり、その他にも早期に発見できたために侵襲の軽度な

治療で済むこと等がある。 
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 一方、がん検診の不利益は、偽陰性1、偽陽性2（また、その判定結果を受け

て不安を生じることや、結果として不必要な精密検査を受ける場合がある

こと。）、過剰診断3等があり、それぞれ重みも異なる。 

 

 このように、がん検診には、不利益が一定程度存在することから、検診を

受ける利益が不利益を上回ると判断される検査を実施することが基本であ

る。 

 

 そのため、対象者が、がん検診の受診を検討するに際し、当該利益と不利

益について理解しておくことは重要だが、これらについての理解は国民の

みならず保健・医療関係者においても十分とは言いがたい側面がある。 

 

 なお、近年、がん検診の利益・不利益について、全ての受診者に説明して

いる市町村は約６割となっている。4 

 

（今後の方向性） 

 市町村が、実施する検診方法を選択する際や、対象者が、がん検診の受診

を検討する際の参考となるよう、がん検診の利益・不利益や、これらのバ

ランスに関する情報及び考え方や、がん検診受診に関する年代別の情報等

について、国民及び保健・医療従事者の理解が深まるような取組を進め

る。 

 

 また、がん検診を実施する際に、対象者に対して、がん検診の利益・不利

益の説明を行うことの重要性を市町村及び検診実施機関に対し、周知す

る。 

 

 これらについて、市町村等が円滑に取り組んでいけるよう、これまでの国

民向け資材の活用や見直し、保健・医療関係者等が活用可能な教材等の開

発について、検討する。なお、不利益の説明については、指針で推奨する

がん検診の受診率低下を招かないよう、伝え方に留意する。 

 

 これらの資材については、職域におけるがん検診においても活用出来るよ

う、工夫を検討する。 

                                                      
1 がんがあるにも関わらず、検診でがんの疑いがあると判定されないこと 
2 検診でがんの疑いがあると判定され精密検査を行っても、がんが発見されないこと 
3 がんと診断された時点からの余命よりも、そのがんによる症状が現れるまでの時間が長いよ

うながんを発見してしまうこと 
4 平成 30 年度「市区町村におけるがん検診の実施状況調査」（厚生労働省健康局がん・疾病対

策課） 
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（２） がん検診の種類・検査方法について 
 

（現状と課題） 

 指針に定めるがん検診の種類・検査方法については、国立がん研究センタ

ー作成の「有効性評価に基づくがん検診ガイドライン」（以下、ガイドライ

ンという。）や、がんの罹患・死亡等の状況も踏まえつつ、検討会での議論

を基に定めている。 

 
 しかし、これらのガイドラインのうち、最新の研究成果をタイムリーに反映・

更新できていないものもある。 

 

 指針に定められていないがん検診の検査方法については、現時点では、死亡

率減少という利益が明らかにされていないものや、検査の偽陽性や偶発症、

過剰診断等の不利益が、利益を上回る可能性が否定できないものである。 

 

 その他に科学的根拠の収集が必要な課題として、例えば、乳がん検診におけ

る乳房の構成に関する適切な情報提供のあり方等があり、これらについては、

厚生労働科学研究費補助金による研究（以下、厚生労働科学研究という。）

等が実施されているところである。 

 

（今後の方向性） 

 指針に定めるがん検診の種類・検査方法の選定基準については、実施され

る検査方法が「死亡率減少効果を示す十分な証拠があるので実施すること

を強く勧めるもの」又は「相応な証拠があるので実施することを勧めるも

の」とする。なお、がん種ごとの科学的根拠については、本ガイドライン

を基本としつつ、本検討会で包括的に議論を行っていく。 

 

 ガイドラインの更新を加速化させるため、大学等の関係機関と共同して取

り組む等、作業体制を含め、適切な見直しを検討する。 

 

 指針に定められていないがん検診の検査方法については、科学的根拠（推

奨グレード）の違いに応じて、市町村への情報提供の方法を検討する。な

お、ガイドラインが定められていないがん種については、必要に応じて科

学的根拠の収集を行う。 

 

 その他に科学的根拠の収集が必要な課題についても、引き続き厚生労働科

学研究等で対応していく。 
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（３） がん検診の対象者について 
（現状と課題） 

 指針に定めるがん検診の対象者については、最新の科学的根拠や、がんの

罹患率・死亡率の変化等を踏まえ、必要な見直しを行ってきた。 

 

 諸外国では、がん検診を推奨する年齢を明確化し、高い受診状況等につな

げており、我が国においては、そのための科学的根拠の整理が必要であ

る。 

 

 ただし、我が国の実際の受診結果に基づく不利益のデータについては、繰

り返し受診することで、その受診者の要精検率が下がること等により過小

評価となっている可能性が指摘されている。 

 

 また、一般に、加齢と共に介護を必要とする状態になる等、様々な健康問

題を抱える傾向にあることを考慮する必要がある。 

 

（今後の方向性） 

 がん検診の対象者については、これまでと同様に、最新の科学的根拠や、

がんの罹患率・死亡率の変化等を踏まえ、必要な見直しを行う。 

 

 がん検診としての実施効果を高めていく観点から、諸外国の状況も参照し

つつ、受診を特に推奨する者について検討する。ただし、対象者のうち、

受診を特に推奨する者に該当しない者についても、これまでどおり受診が

可能であることに留意する。 

 

 また、特に高齢者については、かかりつけ医が関与する等、必要な保健サ

ービスを総合的に考慮しながら、がん検診の必要性・優先順位について検

討していくことが望ましい。 

 

 科学的根拠に基づくがん検診を推進していく観点から、今後ガイドライン

について、年齢区分に応じた推奨度を示せるように促していく。ただし、

この推奨度を示すに当たって必要なデータ（実際の受診結果に基づくデー

タ）については、不利益が過小評価となる可能性があることに留意する必

要がある。 

 

（４） 対象者のリスクに応じたがん検診のあり方について  
 

（現状と課題） 

 対象者のがんの罹患に関するリスク因子としては、年齢、喫煙歴、感染症
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への罹患（例：胃がんのヘリコバクター・ピロリ感染や子宮頸がんの HPV

感染）、生活習慣等が考えられる。 

 

 （本日の議論を整理し記載予定） 

 

（今後の方向性） 

 （本日の議論を整理し記載予定） 

 

２－２ 指針の見直しに関する具体的内容について（2021 年度以降の実施につ

いて） 
 

（１） 対象者等について 
（現状と課題） 

 がん種ごとに、以下の観点で整理する 

① 現在の指針の内容 

② これまでのエビデンスの整理 

③ 罹患率、死亡率等の変化 

④ 検査の主な偶発症 

⑤ がん検診でのがんの発見率（初回、非初回の違い） 

⑥ 諸外国の情報や学会の疾患ガイドライン等 

 

（今後の方向性） 

 がん検診の対象者について、必要に応じて見直しを検討する。 

 

 がん検診の受診を特に推奨する者について検討する。 

 

（２） 精度管理について 
（現状と課題） 

 精度管理については、指針において、市町村等がチェックリスト等を用い

て事業評価すること等の重要性が示されているが、遵守率等が低いものが

ある。 

 

 また、プロセス指標のうち要精検率やがん発見率等の指標については、指

標に関連する報告（地域保健・健康増進事業報告）内容が、複雑化してい

るため、適切に利活用できていない可能性が指摘されている。 

 

（今後の方向性） 

 市町村及び検診実施機関が実施すべき精度管理上の取組を整理する。 

 

 また、市町村等ががん検診の事業評価を行うための参考となる「今後の我
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が国におけるがん検診事業評価の在り方について」（平成 20 年３月、がん

検診事業の評価に関する委員会報告書）について、10 年以上が経過してい

ることから、プロセス指標のあり方を含め、必要な見直しを検討する。 

 

 都道府県が担うべき役割について整理することを検討する。例えば、市町村

が実施するがん検診に対して都道府県が評価・指導助言を行うための生活習

慣病検診等管理指導協議会及びがんに関する部会の役割を明確化する等が

考えられる。 

 
（３） 受診率向上のための取組について 
（現状と課題） 

 受診率向上施策としてエビデンスが明らかな個別受診勧奨（コール）を実

施している市町村は約８割となっている。4 また、未受診者の全員または

一部に受診再勧奨（リコール）を実施している市町村は約５割となってい

る。4 

 

 検診を例年受診しない者（検診無関心層）は固定化している傾向が指摘さ

れている。 

 

 また、女性のがん検診受診率向上のためには、女性のライフステージ等を

踏まえた対策を検討することも重要である。 

 

（今後の方向性） 

 受診率向上のため、個別受診勧奨（コール）・再勧奨（リコール）等につい

て、着実に取組を進める。 

 

 受診率向上のため、個人の受診状況等に関するデータの効果的な利活用な

ど、検診無関心層等の未受診者に対するより効果的なアプローチ方法等に

ついて検討を行う。 

 

 女性にとってがん検診を受けにくいと感じる様々なバリアやハードルを減

らしていくための効果的な方策について、検討していく。 

 

 

２－３ 新たな検査項目の指針への導入を検討するに当たっての基本的な考え

方について 
 

以下の点を含め、がん検診を受ける利益が不利益を上回ること 
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【総論】 

（現状と課題） 

 市町村の実施するがん検診への導入を検討するに当たっては、医療技術

の進歩や高齢化等に伴う罹患率・死亡率等の変化や、昨今のがん検診に

関する研究・開発を踏まえた検討が必要である 

  

（今後の方向性） 

 これまでのがん検診の基本的条件を基に、今後、新たな検査項目を指針

へ導入するに当たっての基本的な考え方について検討すること  

 

 科学的な根拠の収集や、医療資源の充足状況、経済評価（費用対効果）

等について、どのような形で対応していくべきか整理すること 

 

 死亡率が大きな課題となるがん種について、がん検診としての有効性を

明らかにしていくための研究・開発に、引き続き取り組んでいくこと 

 

【Ａ：疫学的な背景について】 
（現状と課題） 

 医療技術の進歩や人口動態の変化等によるがん種ごとの罹患率や死亡

率の変化を踏まえる必要がある  

 

（今後の方向性） 

 そのがんになる人が多く、死亡の重大な原因であることについて、そ

の両方またはいずれかを満たすこと 

 

【Ｂ：検査方法等について】 
（現状と課題） 

 諸外国を含め、がん検診として推奨される検査は、死亡率減少効果が明

らかであることが基本である  

 

 ただし、研究で死亡率減少効果を明らかにするには長期間を要し、実用

化が遅くなるという課題も指摘されている  

 

 なお、がん検診の不利益（デメリット）の一つである過剰診断について

は、検査の導入後、長い期間をかけて評価を行う必要があることに留意

が必要である 

  

（今後の方向性） 

 死亡率減少効果が明らかな検査方法が存在するがん種については、新た

な検査方法及び、そのがん種についての死亡率減少効果の代替指標のあ
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り方について、諸外国の動向も踏まえ、検討を行うこと  

 

 これまでに死亡率減少効果が明らかな検査方法が存在しないがん種にお

ける、がん検診の検査方法については、死亡率減少効果に関する国内外

の知見を踏まえ、検討を行うこと 

 

【Ｃ：運用方法等について】 
（現状と課題） 

 市町村の実施するがん検診として導入するに当たっては、検査方法の有

効性・安全性のみならず、自治体の運用可能性等についても明らかにさ

れている必要がある  

 

（今後の方向性） 

 検査の対象となる集団や受診間隔、がんの診断に至るまでのフローチャ

ート等が明確化されていること  

 

 要精密検査と判定された場合の運用方法が、単純かつ明確化されている

こと。また、精密検査及びそのがんの治療について、安全な方法が確立

されていること  

 

 検査の精度管理について、手法が明らかにされていることや、必要な実

施体制が確保可能なものであること 

 

【Ｄ：その他】 
（現状と課題） 

 市町村の実施するがん検診の実施に当たっては、公費が投じられてい

る  

 

 がん検診の実施に当たっては、医療被ばくや治療に伴う副作用等、健

康上、公衆衛生上の課題が許容できる範囲である必要がある  

 

（今後の方向性） 

 国民の理解を得られるプログラムとするため、費用対効果等に関する

分析・評価を行っていくこと  

 

 新たな検査項目やがん検診の種類を、指針へ導入した場合、その有効

性等について、検証を行っていくこと 
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３ 職域におけるがん検診について                                

（現状と課題） 

 職域におけるがん検診は、健康増進法に基づき実施されているものではな

く、保険者や事業主による被保険者及び披扶養者又は従業員に対する福利

厚生として実施されてきた経緯があるものの、職域におけるがん検診につ

いても有効性・安全性の確認された科学的根拠に基づく検診が実施される

ことが望ましい。 

 

 このため、保険者や事業主ががん検診を実施するに当たっての検査項目や

検診間隔等の手引きとなるように、「職域におけるがん検診に関するマニュ

アル」（平成 30 年３月）（以下、マニュアルという。）が厚生労働省におい

て作成・公表された。現在これを参考に、がん検診を実施する保険者等が

出てきているとされているが、より一層本マニュアルの普及が進むことが

望ましい。 

 

 なお、マニュアルにおいては、がん検診の実施に当たっては、科学的根拠

に基づく検診を、適切な精度管理の下で実施することが重要であるため、

職域におけるがん検診の実態に即した精度管理指標を設定することの必要

性も指摘されている。ただし、精密検査については、結果等を知られたく

ないという本人の希望等があることについても、実態を踏まえながら対応

していく必要がある。 

 

 また、職域で受診していたが退職等で市町村の実施するがん検診を受診す

ることになる者について、本人の同意を得る等した上で、市町村と連携し

てがん検診の受診状況を共有することや、職域でのがん検診の受診機会が

ない者について、市町村の実施するがん検診に関する情報提供を行う等、

ライフステージを問わずがん検診を受診できるような連携に取り組んでい

くことが重要である。 

 

 このような課題も踏まえ、現在、第三期がん対策基本計画に基づき、職域

におけるがん検診の実態把握や精度管理指標の開発に関する厚生労働科学

研究が実施されている。 

 

（今後の方向性） 

 引き続き、「職域におけるがん検診マニュアル」の普及に取り組んでいく。 

 

 職域における検診受診状況の把握や、精度管理、精検受診率の向上に関する

取組については、引き続き、厚生労働科学研究の結果を踏まえて対策を検討

していく。また、将来的には、統一化されたデータ・フォーマットの作成や、

データの集約について検討していく。 
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 職域におけるがん検診のあり方については、今後の指針の改訂内容や、研

究等の成果を踏まえつつ、被用者保険の代表や健診団体等、幅広く職域の

関係者を交えた検討を行っていくこととする。 
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別添 新たな検査項目の指針への導入検討に当たっての基本的な考え方につい

て（案） 

 

以下の点を含め、がん検診を受ける利益が不利益を上回ること 

 

A)   疫学的な背景  

① 「当該がん種に罹患する人が多いこと」、「当該がん種が死亡の重大な原

因であること」の、両方又はいずれか一方を満たすこと 

 

B) 検査方法等 

②  当該がん種による死亡率が確実に減少することが明らかである、また

は、確実に減少することが見込まれる検査方法があること 

 

③  検査が安全であること 

 

④  検査の感度・特異度等がある程度高いことが、単一の集団を用いた研

究で明らかにされていること 

 

C) 運用方法等 

⑤  検査の対象となる集団、受診間隔、「要精密検査」と判定された場合の

運用方法（がんの診断に至るまでのフローチャート）等が明確化されて

いること 

 

⑥  精密検査及び治療の安全性が確立していること 

 

⑦  検査の精度管理の手法が確立されていること 

 

⑧  検査の提供体制が整っていること（検査に係る人材や医療機関の確保、

検査に係るデータの蓄積等を含む） 

 

D) その他 

⑨  公費で実施されるため、受益と負担（費用対効果の評価）等の観点か

ら、国民の理解を得られるプログラムであること 

 

⑩  検査を導入することに伴う、健康上及び公衆衛生上の課題（医療被ば

く等）が許容できる範囲であること 
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⑪  新たな検査項目が指針へ導入された場合は、その後、実際の死亡率減

少効果等を検証するとともに、効果が明らかでない場合は、指針として

の推奨の中止を検討する必要性があること 


